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【利用者要因１】介護保険料軽減を受けている割合と要介護認定率 

○世帯全員が市町村民税非課税（所得が第３段階以下）となっている割合と、調整済み要介

護認定率（65歳以上）には強い相関がみられる。（要支援のみ）でも同様の結果となる。 

○市町村民税非課税の府民に対する特定健診、健康教室、地域参加等ハイリスク・アプロー

チによる取組の効果が期待できる。 

 
第1段階生活保護被保護者、世帯全員が市町村民税非課税の老齢福祉年金受給者等 

第2段階世帯全員が市町村民税非課税かつ本人年金収入等80万円以下等 

第3段階世帯全員が市町村民税非課税かつ本人年金収入120万円超等 

⇒ 第１～第３段階までが、市町村民税世帯全員が非課税、かつ、保険料軽減の対象となっている第１号被保険者 
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【利用者要因２】独居世帯割合（65歳以上）と要介護認定率 

○65歳以上の独居世帯割合（平成27年国勢調査）と、調整済み要介護認定率（65歳以

上）には、正の相関がみられる。 

○独居世帯割合と調整済み要介護認定率（要支援を除く）・（要支援のみ）をクロスしたと

ころ、（要支援を除く）では相関がみられないが、（要支援のみ）では相関が強くなった。

独居世帯高齢者について、状態の把握や福祉サービスとのつながりのために認定申請を行っ

ている可能性がある。 

○65歳以上独居世帯の増加が見込まれるところ、地域の見守り等の互助の取組強化や地域

包括ケアシステムの深化が求められる。 
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【利用者要因３】社会参加率と要介護リスク率 

○介護予防・日常圏域ニーズ調査の集計結果を、地域包括ケア「見える化」システムに登録

済の府内20市町のデータに基づき、要介護認定率（調整前・調整済み、要支援含む・除く

の4通り）と相関をみたところ、社会参加平均（ボランティア、スポーツ、趣味、学習教

養、就労）と要介護リスク平均（運動機能、転倒、閉じこもり、栄養改善、口腔改善、認知

症、うつ傾向、IADL）に相関がみられた。他県では二者間でさらに強い相関がみられた。 

○ボランティア参加率と認定済み要介護認定率は相関がみられたが、他県では同様の傾向は

みられなかった。 

 

＜社会参加率と要介護リスク率＞ 

 
＜ボランティア参加率と要介護認定率＞ 
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【利用者要因４】要介護リスクと要介護認定率 

○介護予防・日常圏域ニーズ調査の集計結果を、地域包括ケア「見える化」システムに登録

済の府内20市町のデータの要介護リスク（運動機能、転倒、閉じこもり、栄養改善、口腔

改善、認知症、うつ傾向、IADL、及び各項目平均）につき要介護認定率（4通り）との相関

をみたところ、（栄養改善リスクで弱い相関がみられた以外）相関はみられなかった。 

○必ずしも心身の状態のみを理由として要介護認定申請に至るわけではない可能性がある。 

＜調整済み要介護認定率と要介護リスク＞ 

 
＜調整前要介護認定率と要介護リスク率＞ 
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※要介護リスクデータ 

○介護予防・日常圏域ニーズ調査の集計結果を、地域包括ケア「見える化」システムに登録

済の府内20市町について要介護認定率（調整前・調整後、要支援含む・除くの4通り）につ

きクロスしたところ相関はみられなかった（他県においてもみられない）。 

○府内20保険者の要介護リスクは栄養改善を除き全国比で全般に低い傾向がみられた。 

 

 運動機能 転倒 
閉じこも

り 
栄養改善 口腔機能 認知機能 うつ傾向 IADL 

堺市 16.1 31.9 15.9 8.1 35.6 44.0 40.0 6.3 

岸和田市 25.2 36.9 20.2 7.6 37.3 50.9 43.3 9.2 

豊中市 14.6 29.9 9.7 9.8 31.8 47.7 34.7 4.0 

池田市 11.7 28.5 11.5 8.9 25.6 37.2 38.7 4.3 

吹田市 14.7 30.9 11.8 7.7 27.1 41.7 44.9 3.7 

泉大津市 29.4 38.6 21.1 8.0 38.8 48.0 48.5 14.1 

高槻市 9.6 25.5 11.0 6.9 27.1 43.4 39.0 2.5 

貝塚市 23.7 34.0 20.0 7.8 37.4 49.9 45.4 8.4 

枚方市 12.6 28.0 15.0 9.4 31.1 41.7 40.2 4.5 

八尾市 14.3 28.7 16.4 7.9 30.0 42.0 40.3 4.9 

寝屋川市 17.0 30.1 13.1 6.1 30.5 39.3 39.8 5.8 

河内⻑野市 14.0 29.5 16.6 7.4 26.4 45.3 42.3 5.6 

柏原市 17.0 33.2 18.9 6.8 29.6 44.1 43.2 5.5 

羽曳野市 12.7 25.7 13.4 6.5 29.9 44.1 40.4 5.2 

藤井寺市 11.9 26.8 11.1 8.1 27.0 39.8 41.4 4.0 

交野市 16.1 30.4 17.0 8.2 30.2 41.3 40.5 6.0 

阪南市 13.5 26.9 14.8 7.2 28.7 44.8 40.3 4.6 

能勢町 15.2 31.1 23.5 6.6 30.7 44.6 34.1 7.2 

太子町 8.9 26.1 15.1 5.3 28.3 39.3 39.1 3.7 

河南町 23.0 35.5 25.6 5.7 36.7 51.4 39.4 7.8 

20市町平均 16.1 30.4 16.1 7.5 31.0 44.0 40.8 5.9 

全国 18.2 32.7 18.8 7.4 31.9 44.2 40.8 10.6 

全国比20市町 88.1 93.0 85.6 101.5 97.3 99.6 99.9 55.6 

決定係数R2 0.4 2.4 2.8 18.4 2.3 2.7 1.8 0.4 
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※社会参加率データ 

○介護予防・日常圏域ニーズ調査の集計結果を、地域包括ケア「見える化」システムに登録

済の府内20市町につき、要介護認定率（調整前・調整後、要支援を含む・除くの4通り）に

つきクロスしたところ相関はみられなかった（他県においてもみられない） 

○府内20保険者の社会参加率はボランティアや就労率で全国に比べ、低い傾向がみられ

た。 

 

 ボランテ

ィア 

スポーツ 趣味関係 学習教養 地域加意

向 

地域企画

意向 

就労率 認定率 

堺市 11.7 21.2 28.6 10.6 60.4 34.4 19.4 24.2 

岸和田市 12.4 19.9 27.3 10.2 49.5 26.5 18.2 21.2 

豊中市 10.9 25.2 34.4 12.2 59.2 35.6 21.2 22.2 

池田市 12.6 26.0 34.1 11.1 59.4 32.4 19.9 18.3 

吹田市 14.7 27.8 37.9 17.4 57.3 32.6 20.1 19.3 

泉大津市 11.5 18.3 25.8 8.8 38.5 24.1 20.4 17.9 

高槻市 17.2 24.7 37.4 15.8 65.0 38.2 16.5 17.6 

貝塚市 11.8 16.3 26.8 8.4 45.1 29.1 18.4 22.2 

枚方市 12.6 26.7 34.6 11.2 58.6 33.5 18.2 21.1 

八尾市 12.5 22.7 31.7 11.5 49.2 33.2 19.5 22.9 

寝屋川市 11.9 20.0 29.3 9.4 52.5 29.0 19.9 20.3 

河内⻑野市 16.2 25.9 37.9 13.2 63.0 36.8 15.7 21.8 

柏原市 13.8 21.7 33.0 8.3 58.3 31.0 20.2 22.1 

羽曳野市 11.1 28.1 36.9 13.0 66.3 36.3 20.0 20.9 

藤井寺市 12.9 20.5 26.2 8.3 58.5 29.7 18.8 20.8 

交野市 13.8 25.2 35.8 11.6 56.4 29.7 16.6 18.7 

阪南市 13.0 24.7 28.1 8.3 58.4 33.4 14.8 20.5 

能勢町 14.1 20.0 27.4 8.4 58.3 32.8 27.7 17.3 

太子町 17.1 23.5 29.0 8.9 57.5 33.2 22.4 16.5 

河南町 20.8 30.1 32.3 10.3 61.4 34.1 22.1 17.7 

20市町平均 13.6 23.4 31.7 10.8 56.6 32.3 19.5 20.2 

全国 14.2 21.7 28.4 10.8 57.0 33.6 24.1 18.0 

全国比20市町 96.3 108.1 111.8 100.2 99.3 96.2 80.9 112.1 

決定係数R2 30.3 4.1 0.1 0.1 0.2 0.4 12.9 100.0 
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【利用者要因５】認知症認定率（定義の説明必要）と要介護認定率 

○65歳以上一人あたりの認知症（自立を除く）認定率と要介護認定率（65歳以上）には、

強い相関はみられない。また、大阪府では高齢化率と要介護認定率の相関もみられない。 

○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査によると、介護リスク（運動機能、うつ、閉じこも

り、認知症）は全国に比してどちらかと言えば低い傾向がみられる府内保険者が多い。 

○高齢者の心身の状態像に係らないところで、要介護認定が決定されている可能性がある。 
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三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県
岡山県

広島県
山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県
福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

y = 0.2331x + 0.1456
R² = 0.094

16.0%

17.0%

18.0%

19.0%

20.0%

21.0%

22.0%

23.0%

5.0% 7.0% 9.0% 11.0% 13.0% 15.0% 17.0% 19.0% 21.0%

要
介

護
認

定
率

認知症（自立を除く）認定率

大阪府

大阪市

堺市

岸和田市

豊中市

池田市吹田市

泉大津市
高槻市

貝塚市

枚方市

茨木市

八尾市泉佐野市
富田林市

寝屋川市

河内長野市
松原市

大東市 和泉市

箕面市

柏原市 羽曳野市

摂津市

高石市

藤井寺市

東大阪市

泉南市

交野市

大阪狭山市
阪南市

島本町
豊能町

能勢町

忠岡町

熊取町

田尻町

岬町

太子町

河南町

千早赤阪村

くすのき

y = 0.204x + 0.1628
R² = 0.1123

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0% 18.0% 20.0%

要
介

護
認

定
率

認知症（自立を除く）認定率
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【利用者要因６】就労率と要介護認定率 

○一般に就労率と要介護認定率には負の相関がみられるが、府内市町村においては65歳以

上74歳以下の前期高齢者において就労率（国勢調査平成27年就業人口を用いて集計）と要

介護認定率には、相関はみられなかった（近似曲線は右上がりとなった）。 

 

＜都道府県65歳以上74歳以下＞ 

 
＜大阪府市町村65歳以上74歳以下＞ 

 

北海道

青森県
岩手県

宮城県
秋田県

山形県

福島県

茨城県栃木県
群馬県

埼玉県千葉県

東京都

神奈川県

新潟県 富山県
石川県

福井県
山梨県

長野県
岐阜県静岡県

愛知県三重県
滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県 島根県

岡山県

広島県
山口県徳島県
香川県

愛媛県

高知県
福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県宮崎県
鹿児島県

沖縄県
全国計

y = -0.0916x + 0.0727
R² = 0.2644

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

前
期
高
齢

者
要

介
護

認
定

率

前期高齢者就労率

大阪府

大阪市

堺市
岸和田市

豊中市

池田市

吹田市
泉大津市

高槻市

貝塚市

枚方市

茨木市

八尾市

泉佐野市

富田林市

寝屋川市

河内長野市
松原市

大東市

和泉市

箕面市

柏原市
羽曳野市

摂津市

高石市

藤井寺市

東大阪市

泉南市

交野市

大阪狭山市

阪南市

島本町

豊能町

能勢町

忠岡町

熊取町

田尻町
岬町

太子町

河南町

千早赤阪村

くすのき

y = 0.0454x + 0.0399
R² = 0.0188

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

要
介

護
認

定
率

（
6

5
～

7
4

歳
）

就労率（65～74歳）
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【利用者要因７】特定健診受診率（40～74歳）と要介護認定率 

○40～74歳の特定健診受診率（市町村国保及び協会けんぽ）と、年齢調整済み要介護認定

率（65歳以上）には、相応の相関がみられる。 

○特定健診受診や日頃の健康管理を通じたセルフマネジメント意識を高めることで介護予防

につながるものと期待される。 

 
【利用者要因８】保健指導実施率（40～74歳）と要介護認定率 

○40～74歳の保健指導実施率（市町村国保及び協会けんぽ）と、年齢調整済み要介護認定

率（65歳以上）には、弱い負の相関がみられた。 

 

大阪市

堺市

岸和田市

豊中市

池田市

吹田市

泉大津市

高槻市

貝塚市
枚方市

茨木市

八尾市
泉佐野市

富田林市

寝屋川市

河内長野市

松原市
大東市 和泉市

箕面市

柏原市

羽曳野市

摂津市

高石市

藤井寺市

東大阪市

泉南市

交野市 大阪狭山市

阪南市

島本町
豊能町

能勢町

忠岡町 熊取町
田尻町

岬町

太子町

河南町

千早赤阪村

くすのき

y = -0.2282x + 0.2778
R² = 0.3434

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

調
整
済
み

要
介

護
認

定
率

（
2

0
1

7
年

）

特定健診受診率（2010～2017年平均）

大阪市

堺市

岸和田市

豊中市

池田市

吹田市

泉大津市
高槻市

貝塚市

枚方市

茨木市

八尾市
泉佐野市

富田林市

寝屋川市

河内長野市

松原市

大東市和泉市

箕面市

柏原市

羽曳野市

摂津市

高石市

藤井寺市

東大阪市

泉南市

交野市

大阪狭山市

阪南市

島本町
豊能町

能勢町

忠岡町 熊取町
田尻町

岬町

太子町

河南町

千早赤阪村

くすのき

y = -0.0371x + 0.2102
R² = 0.0448

15.0%

17.0%

19.0%

21.0%

23.0%

25.0%

27.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

調
整
済
み

要
介

護
認

定
率

（
2

0
1

7
年

）

保健指導実施率（2010～2017年平均）
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【事業者要因１】介護事業者による誘発需要（大阪府） 

 

○ 訪問介護事業者数は、訪問介護給付費と高い相関がある。 

 
○ 大阪府では、居宅介護支援事業者数は、訪問介護給付費とより高い相関が窺われる。 

 
（資料）大阪府の要介護認定率、介護費の現状（平成28年7月1日）大阪府高齢介護室 
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■介護事業者による誘発需要（全国） 

○人口が密集し、介護事業者が多数存在する大阪府では、利用者（需要側）が必要以上にサ

ービスを利用する側面と、事業者（供給側）が需要を喚起する側面との両面が想定される。 

○比較的軽度の段階では、生活援助系サービスに偏重せず、機能維持・向上につながるリハ

ビリや、通いの場等の利用により、自立支援・重度化防止につながる可能性を考慮する必要

があるのではないか。 

 
 

大阪府の各介護サービスの偏差（第１号被保険者１人あたり全国＝１） 

 
  

全国
北海道

青森県

岩手県
宮城県秋田県

山形県

福島県

茨城県
栃木県

群馬県埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県岐阜県

静岡県

愛知県

三重県
滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

y = 2566.4x - 362.51
R² = 0.7031

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

0.400 0.600 0.800 1.000 1.200 1.400 1.600 1.800

第
１
号
被

保
険

者
あ
た
り
給
付
月
額

（
訪
問

介
護

）

訪問介護事業所数（被保険者1000人あたり）

特養

老健療養医療

訪問介護

訪問入浴

訪問看護

通所介護

通所リハ

短期生活

短期療養

用具貸与

用具販売

特定施設 居宅支援

y = 0.9228x + 0.1277
R² = 0.884

0.000

0.500

1.000

1.500

2.000

2.500

0.000 0.500 1.000 1.500 2.000 2.500

介
護
給
付
費

介護事業所数
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【事業者要因２】居宅介護支援事業者の訪問介護給付費誘引の可能性 

○被保険者1人あたり居宅介護支援事業数と各介護サービス（給付月額）をクロスしたとこ

ろ、訪問介護で最も強く、次に居宅介護支援で相関がみられた。一方で、訪問看護や福祉用

具貸与を含むその他のサービスでは相関がみられなかった。 

○被保険者1人あたり給付月額のサービス間をクロスしたところ、居宅介護支援サービスと

訪問介護サービスに相応の相関がみられた（他のサービス間では相関がみられなかった）。 

○居宅介護支援事業者が公正中立なケアマネジメントを行わず、自社グループの訪問介護サ

ービスに集中するというビジネス・モデルが確立している可能性がある。 

 

 
  

全国北海道

青森県

岩手県

宮城県
秋田県

山形県

福島県

茨城県栃木県
群馬県埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県石川県

福井県

山梨県

長野県岐阜県

静岡県

愛知県
三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県
山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県
福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県大分県

宮崎県

鹿児島県
沖縄県

y = 2394.2x - 1193.3
R² = 0.2835

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

1.000 1.100 1.200 1.300 1.400 1.500 1.600 1.700 1.800

被
保

険
者
あ
た
り
給
付
月
額

（
訪
問

介
護

）

被保険者1000人あたり居宅介護支援事業所数

全国北海道

青森県

岩手県

宮城県
秋田県

山形県

福島県

茨城県栃木県
群馬県埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県石川県

福井県

山梨県

長野県岐阜県

静岡県

愛知県 三重県
滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県
山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県
福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県大分県

宮崎県

鹿児島県
沖縄県

y = 3.4865x - 2409.9
R² = 0.3135

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

900 1,000 1,100 1,200 1,300 1,400 1,500

被
保

険
者
あ
た
り
給
付
月
額

（
訪
問

介
護

）

被保険者あたり給付月額（居宅介護支援）
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【事業者要因３】居宅介護支援事業者の要介護認定者誘引の可能性 

○被保険者1人あたり居宅介護支援事業数の多い地域、また、居宅介護支援サービスの高い

地域では調整済み要介護認定率（要支援を除く）が高い傾向があり、居宅介護支援事業者が

何らかの形で要介護認定率の上昇に寄与しているとの仮説が考えられる。 

 

 

 
  

全国

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県
埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県 福井県

山梨県

長野県

岐阜県
静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県
奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県
山口県

徳島県
香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県 熊本県

大分県
宮崎県

鹿児島県

沖縄県

y = 1.4766x + 11.153
R² = 0.1132

11.0

11.5

12.0

12.5

13.0

13.5

14.0

14.5

15.0

15.5

1.000 1.100 1.200 1.300 1.400 1.500 1.600 1.700 1.800

調
整
済
み

要
介

護
認

定
率

（
要
支
援

を
除
く

）

被保険者1000人あたり居宅介護支援事業所数

全国

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県
埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県 福井県

山梨県

長野県

岐阜県
静岡県
愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県
奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県
山口県

徳島県
香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県 熊本県

大分県
宮崎県

鹿児島県

沖縄県

y = 0.0037x + 8.5204
R² = 0.3794

11.0

11.5

12.0

12.5

13.0

13.5

14.0

14.5

15.0

15.5
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認
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率
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要
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）

被保険者あたり給付月額（居宅介護支援）
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【事業者要因４】介護サービス提供バランス（訪問介護と地域密着型３サービス） 

○被保険者1人あたり訪問介護給付月額の高い3府県では、介護老人福祉施設（特養）・介

護老人保健施設（老健）といった施設サービス、及び小規模多機能型居宅介護、看護小規模

多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護といった地域密着型３サービスが少

なく、重度者対応について、需要に応じたサービス提供が不足していると考えられる。 

○大阪府内では、地域密着型３サービスが全国平均に比べて少ない保険者が多いところ、新

型サービスを積極的に推進するため、保険者が適宜都道府県と協議の上、訪問介護サービス

事業所等、従来型のサービスに対する総量規制を行うことは制度上可能となっている。 

 

 

 
  

全国

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県
千葉県 東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県
岐阜県静岡県

愛知県三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県
和歌山県

鳥取県
島根県

岡山県
広島県

山口県

徳島県香川県

愛媛県
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【事業者要因５】介護サービス提供バランス（訪問介護と施設サービス） 

○被保険者1人あたり訪問介護給付月額が高い3府県では、介護老人福祉施設（特養）・介

護老人保健施設（老健）といった施設サービス、及び小規模多機能型居宅介護、看護小規模

多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護といった地域密着型３サービスが少

なく、重度者対応について、需要に応じたサービス提供が不足していると考えられる。 

 

○大阪府内においては、訪問サービスが施設サービスを代替している面があると考えられる

が、重度者のニーズに応えるためにも、最適で効率的なサービス供給が求められる。 
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【事業者要因６】自立支援・重度化防止のサービス過不足 

○軽中度者（要介護１～３）の自立支援・重度化防止との観点から通所介護・通所リハビリ

が求められるが、需要に応じたサービス提供が不足している可能性がある。 

○中重度者（要介護３・４・５）の尊厳の保持や、能力に応じた自立支援の観点から、施設

サービス及び新型３サービスが不足している可能性がある。 

 

 
 

  

全国

北海道 青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県
滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県
山口県
徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県
宮崎県

鹿児島県

沖縄県

y = -2E-06x + 0.0985
R² = 0.1106

7.0%

7.5%

8.0%

8.5%

9.0%

9.5%

10.0%

10.5%

11.0%

2,500 3,500 4,500 5,500 6,500 7,500 8,500 9,500 10,500 11,500

調
整
済
み

要
介

護
認

定
率

（
要

介
護

１
～

３
）

高齢者あたり給付月額（通所介護＋通所リハ＋地域密着通所）

全国

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都
神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県 熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

y = 3E-07x + 0.0596
R² = 0.0075

5.0%

5.5%

6.0%

6.5%

7.0%

7.5%

8.0%

8.5%

6,000 7,000 8,000 9,000 10,000 11,000 12,000 13,000

調
整
済
み

要
介

護
認

定
率

（
要

介
護

３
～

５
）

高齢者あたり給付月額（特養等施設＋小多機等サービス）



 

17 
 

 

 

【保険者考察１】健康寿命と後期高齢者の医療費・介護給付費 

○医療費の地域差には、従来から病床数や医師数、保健師数、高齢者の就業率などとの相関

が指摘されている。 

○都道府県別データで健康寿命と医療費・介護費との関係をみると、入院・介護費で弱い相

関、外来である程度の相関がみられた。 

○健康寿命と医療費・介護費の相関関係は不明であるが、健康寿命が1歳延びると医療費で

約7.5万円（75歳以上一人あたり）、介護費で約0.8万円（65歳以上一人あたり）軽減で

きる可能性がある。（これを言うならt値を示す必要がある。） 

 
＜健康寿命と後期高齢者医療費（75歳以上）＞ 

 
＜健康寿命と介護給付費（65歳以上一人あたり）＞ 
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【保険者考察２】医療費と介護費のバランス 

○大阪府は、年齢調整後の後期高齢者医療制度で全国43位（在宅医療は46位）となってい

るが、訪問介護サービス利用の多い保険者では在宅医療費も多い傾向にある。 

○医療と介護の多職種連携により、在宅生活を継続するための地域包括ケアが構築されてい

るとも言えるが、今後の医療・介護需要に対応するため、より一層の取組が必要である。 
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【保険者考察３】保健師数（人口10万人あたり）と要介護認定率 

○市町村データを用いて、保健師数（人口10万人あたり）と、調整済み要介護認定率（65

歳以上）には、負の相関がみられた。なお、保健師数と医療費の相関はみられなかった。 

このページは切られる材料になりかねないので、カットでお願いします 

＜保健師数と要介護認定率（全体）＞ 

＜保健師数と要介護認定率（市部）＞ 
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